
施策名称 指標名 課 単位
初期値

2019年度
実績値
R3(2021)

中間目標値
2023

前期目標値
2025

評価
2021(R3)年度実績値や
評価に対する説明

1-1 防災対策 自主防災組織の組織率 総務課 ％ 93.5 94.0 95.0 97.0 A
管内世帯数や組織されている地域の世帯数
ともに減少しているが、実績値としては減
少していない。

1-1 防災対策 消防団員定数充足率 消防署 ％ 97.2 94.7 98.0 100.0 D

充足率はやや低下した。就業形態の変化や
若年層の意識の変化、人口減少などにより、
消防団員のなり手不足は社会問題化してい
る。報酬・手当等を増額したが、今後は広
報活動などに努めたい。

1-2 防犯・交通安
全・消費生活の安定

犯罪発生件数 住民課 件 97 67 92 87 A
中間目標値達成済。住民の防犯意識の向上
や防犯パトロールの実施等が要因として考
えられる。

1-2 防犯・交通安
全・消費生活の安定

交通事故発生件数 住民課 件 40 32 35以下 30以下 A
中間目標値達成済。人口減少、交通安全意
識の向上、高齢者の運転免許証返納などが
要因として考えられる。

1-3 道路の整備 通学路対策済箇所（延べ） 建設課 箇所 27 30 37 41 B
大雪により工事の進捗が遅延したため、完
成が遅れた路線があった。

1-3 道路の整備 橋りょう補修対策済率 建設課 ％ 73.0 49.7 78.0 80.0 D

点検方法が直営による簡易な点検から、コ
ンサルタントによる詳細な点検に変わり、
健全（レベルⅠ）な橋梁が減ったためと考
えられる。

1-4 公共交通対策
地鉄立山線乗降人員

（一日平均）
企画政策課 人 3,216 2,374 3,250 3,300 C

数値は新型コロナウイルス感染症の影響に
より目標値には及ばないものの、富山地方
鉄道立山線の存続のために必要な支援を実
施することができた。

1-4 公共交通対策
地鉄立山線乗降人員

（一日平均）定期利用以外
企画政策課 人 1,038 426 1,050 1,100 C

数値は新型コロナウイルス感染症の影響に
より目標値には及ばないものの、富山地方
鉄道立山線の存続のために必要な支援を実
施することができた。

1-4 公共交通対策
町営バス利用者数
（一日平均）

住民課 人 13.1 13.4 13.2 13.5 B
運行時刻を実態に合わせて微修正等したこ
とによるものと考えられる。

1-5 土地利用・
市街地整備

用途地域内における
未利用地の削減（延べ）

建設課 ha 47 46 45 44 B
用途地域内での開発が進むよう指導を継続
する。

1-6 上下水道の管理 上水道老朽管路更新済総延長 水道課 ㎞ － 7.2 5.0 9.0 B
計画どおり事業進捗しており、一定の効果
があったと認識している。

1-6 上下水道の管理 町の汚水処理人口普及率 水道課 ㎞ 95.1 96.5 96.0 97.0 B
2021年度末時点で中間目標値に達し、一定
の効果があったと認識している。

※【評価】（基準・達成率など）Ａ：非常に効果的であった（100％以上）、Ｂ：相当程度効果があった（70％以上）、Ｃ：多少の効果があった（70％未満（変化あり））、Ｄ：あまり効果がなかった（手直し・改善などが必要）
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2-1 健康づくり 特定健診受診率 住民課 ％ 42.8 41.2 60.0 60.0 D
新型コロナウイルス感染症等の影響により
健診受診率は伸びなかった。広報、周知方
法を改善したい。

2-1 健康づくり 胃がん検診受診率 健康福祉課 ％ 15.2 18.3 50.0 50.0 C

2021年度実績値は概数。新型コロナウイル
ス感染症の影響で前年度に受診を控えた節
目検診対象者に無料クーポン券を発行し受
診勧奨したところ、初期値より3.1ポイント
増加した。

2-2 保健・医療の
推進

一人当たりの
国民健康保険医療給付額

住民課 円 343,356 337,600 343,000 343,000 B
新型コロナウイルス感染症等の影響により、
受診控えがあったと思われる。

2-2 保健・医療の
推進

ジェネリック医薬品使用率 住民課 ％ 80.4 81.9 81.2 81.6 B
国や市町村、医療機関等の周知により、
ジェネリック医薬品使用への抵抗はほぼな
くなっていると思われる。

2-3 地域福祉の推進 地域見守り協定の締結数（延べ） 健康福祉課 数 34 37 45 47 C
福祉の支援が必要な方々の発見に効果的
だった。

2-4 子育て支援・
子育て家庭の福祉

合計特殊出生率 企画政策課 ― 1.36 1.21 1.38 1.40 D

人口減少や少子高齢化、若年女性の転出超
過や新型コロナウイルス感染症の影響など、
減少する要素が複合している。目標値見直
しの検討が必要である。

2-5 高齢者福祉の
充実

介護予防サポーター数 健康福祉課 人 167 182 185 195 C
地域で開催する住民主体の通いの場の立ち
上げに効果があった。

2-5 高齢者福祉の
充実

認知症サポーター数 健康福祉課 人 1,997 2,458 2,600 3,000 C 認知症施策の一環として効果があった。

2-5 高齢者福祉の
充実

住民主体の
通いの場の設置数

（延べ）
健康福祉課 箇所 29 33 35 40 C

新型コロナウイルスの感染症対策を講じな
がら実施し、健康づくりだけでなく閉じこ
もり予防にも効果的だった。

2-6 障がい者福祉の
充実

施設入所者数 健康福祉課 人 31 32 30 29 C
新型コロナウイルス感染症の影響で障害者
施設に入所する障害者が増加した。

2-6 障がい者福祉の
充実

施設入所から地域移行する者 健康福祉課 人 0 -1 2 2 C
障害者施設から地域移行する者がいなかっ
たが、今後も地域移行できる体制づくりに
努める。

※【評価】（基準・達成率など）Ａ：非常に効果的であった（100％以上）、Ｂ：相当程度効果があった（70％以上）、Ｃ：多少の効果があった（70％未満（変化あり））、Ｄ：あまり効果がなかった（手直し・改善などが必要）
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3-1 学校教育の充実
奨学金返済応援補助制度

認定者数(延べ)
教育課 人 19 29 50 70 C

町HPなどにおいて周知を行った。年間10名
程度の認定者を想定していたが、５名の認
定となった。

3-1 学校教育の充実 不登校児童生徒数 教育課 人 15 27 7 0 C
新型コロナウイルス感染症の影響により、
不登校となる児童生徒が増加した。

3-2 教育環境の整備 未改修の屋内運動場 教育課 校 3 2 2 0 A
高野小学校の屋内運動場の改修を終え、未
改修は２校（釜ヶ渕小学校、利田小学校）
となっている。

3-3 青少年健全育成 少年非行件数 教育課 件 18 13 10 10 C

新型コロナウイルス感染症により、青少年
育成立山町民会議や地域ぐるみ教育研究会
のあいさつ運動などの事業を実施できな
かった。

3-4 生涯学習の推進 たてやま町民カレッジ参加者数 教育課 人 136 114 150 150 C

新型コロナウイルス感染症により、一部講
座(料理・パン作りなど)を中止したため参
加者数は減少したが、オンライン予約制度
を導入したことにより、応募者数は約180人
となった。

3-5 スポーツの振興 町営及び学校体育施設利用者数 教育課 人 112,752 91,267 125,000 130,000 B
新型コロナウイルス感染症の拡大により、
利用者が減少した。

3-6 文化・芸術の
振興

文化祭出展数 教育課 点 853 0 900 900 C
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、
開催を中止した。

3-6 文化・芸術
の振興

埋蔵文化財センター・
郷土資料館来場者数

教育課 人
1,562

（2018年度）
525 2,000 2,000 C

新型コロナウイルス感染症の拡大により、
利用者が減少した。

※【評価】（基準・達成率など）Ａ：非常に効果的であった（100％以上）、Ｂ：相当程度効果があった（70％以上）、Ｃ：多少の効果があった（70％未満（変化あり））、Ｄ：あまり効果がなかった（手直し・改善などが必要）
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4-1 農業の振興 新規就農者数(延べ) 農林課 人 1 1 3 5 C

新規就農の相談はあるが、農業に係る機械
整備費等が上昇しているため、新規就農が
難しい状況である。新規認定就農者数が伸
びないことが課題である。

4-1 農業の振興 ほ場整備率 農林課 ％ 84.4 84.5 84.9 85.8 C
田添地区の一部（3.2ha）の工事に着手し、
ほ場整備率は増加した。来年度以降もほ場
整備率は増加する見込みである。

4-1 農業の振興 農地集積率 農林課 ％ 58.0 57.3 70.0 80.0 B 田添地区で新規法人に農地集積した。

4-1 農業の振興 野菜の産出額 農林課 千万円 79 52.0 82 85 C

2019年と比較して減額しているが、野菜だ
けでなく園芸に関心を持つ方や精力的に取
り組む若者もいて、実績値は少しずつ増加
すると考えている。天候により、生産量に
ばらつきが出やすいので、安定した生産を
目指すことが課題である。

4-2 商業・賑わい
創出

まちなかでの新規開業出店数
（延べ）(町の補助金活用分)

商工観光課 件 1 0 2 3 D
問い合わせはあったが、新型コロナウイル
ス感染症の影響で出店まで至っていない。

4-2 商業・賑わい
創出

「たてポカード」による販売額 商工観光課 千円 53,000 354,819 200,000 220,000 A

20倍キャンペーンの実施により、販売額が
大幅に増えた。
たてポ会員数：2,119人増【5,597人（2021
年３月末）→7,716人（2022年３月末）】
加盟店舗数：24店舗増[52店舗→76店舗]

4-3 企業誘致 製造品出荷額等 商工観光課 億円
885

（2018年）
818

(2020年)
940 1,000 C

新型コロナウイルス感染症の影響等により、
製造品出荷額等は減少した。

4-3 企業誘致
サテライトオフィス誘致企業数

（延べ）
商工観光課 社 0 1 4 6 C

サテライトオフィスの誘致活動と旧新川保
育所をお試しサテライトオフィスへと改修
したことで、１社誘致した。

4-4 観光の振興 立山黒部ｱﾙﾍﾟﾝﾙｰﾄ入込客数 商工観光課 人 883,000 304,055 850,000 880,000 C

新型コロナウイルス感染症の影響でインバ
ウンドが激減したため、入込数は伸び悩ん
だ。県民や町民向けのキャンペーンを県・
町で行っているが、国内観光客の獲得に向
け、新しいターゲットを開拓し、ウイズコ
ロナに対応する必要がある。

※【評価】（基準・達成率など）Ａ：非常に効果的であった（100％以上）、Ｂ：相当程度効果があった（70％以上）、Ｃ：多少の効果があった（70％未満（変化あり））、Ｄ：あまり効果がなかった（手直し・改善などが必要）
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4-4 観光の振興
町内宿泊施設(国立公園内を除く)

の宿泊者数
商工観光課 人 4,860 7,197 5,200 5,500 A

施設名：グリーンパーク吉峰、国立立山少
年自然の家、グリーンビュー立山、国民宿
舎立山荘、千寿荘（チェックインをした人
数を記載）
県民・近県向けの宿泊キャンペーンの効果
があり、宿泊客数は増加している。

4-5 地域資源を活用
した特産品の
創出支援

立山ブランド認定品販売額 商工観光課 千円 240,782 208,296 275,000 300,000 C

新型コロナウイルス感染症の影響で、観光
客が激減したことに伴い、販売額は伸び悩
んだ。今後はSNS等も活用しながら新しい
販路を開拓し、ウイズコロナに対応する必
要がある。

4-5 地域資源を活用
した特産品の
創出支援

ふるさと納税募集サイトに掲載して
いる商品数（延べ）

企画政策課 件 165 197 200 230 A
新型コロナウイルス感染症の影響はあった
が、事業者への周知や説明会を行い、多く
の商品を登録することができた。

※【評価】（基準・達成率など）Ａ：非常に効果的であった（100％以上）、Ｂ：相当程度効果があった（70％以上）、Ｃ：多少の効果があった（70％未満（変化あり））、Ｄ：あまり効果がなかった（手直し・改善などが必要）
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5-1 循環型社会・
環境負荷低減

可燃物の排出量
（1人当たり/年間）

住民課 ㎏ 221 227.6 201 190 D

ごみの分別意識高揚の啓発活動を実施して
いるが、近年の傾向として微増微減を繰り
返している。抜本的な対策を講じる必要が
ある。

5-1 循環型社会・
環境負荷低減

不燃物の排出量
（1人当たり/年間）

住民課 ㎏ 3 5.6 3 3 D

2020年度からの資源物と使用済小型家電の
収集方法の変更、分別が困難な物を不燃ご
みとして収集したことに伴い、2020年度の
不燃ごみの搬出量が増加した。

5-1 循環型社会・
環境負荷低減

普通教室の照明LED化した学校数 教育課 校 0 3 3 4 A
釜ヶ渕小学校、高野小学校、利田小学校に
おいて、教室のLED化が完了した。

5-2 里地里山の
保全・活用

里山林整備（延べ） 農林課 ha 4.0 1.89 4.0 5.0 C
栃津地区で竹林整備を実施した。2022年は、
新規として、日中地区・小林地区で実施予
定である。

5-3 森林の保全・
林業の振興

林業経営体（延べ） 農林課 経営体 3 3 3 4 B
2021年は増減なし。2022年は地域おこし協
力隊(自伐林業)が1名着任予定である。

5-3 森林の保全・
林業の振興

薪ストーブ・
ペレットストーブ設置数

（町の補助を使って設置したもの）
農林課 台 4 0 12 16 C

2021年は実績なし。
2022年は３台設置予定（内２台は手続き
中）。
2019年に、現金補助からたてポに切り替
わったことが補助金申請数が減った要因と
して考えられる。また、マイホーム新築で
の手続きが多く、リフォーム改築では問い
合わせがない状況である。

5-3 森林の保全・
林業の振興

森林整備等面積(分収造林) 農林課 ha 5.0 22.2 5.0 5.0 A

(国)森林整備ｾﾝﾀｰ、(地元)森林所有者、町
の３者で、森林における公益的機能の維持
増進の取組みを継続している。
2021年：維持管理22.17ha【城前Ⅱ・池田
Ⅱ・座主坊】

5-4 景観の保全 とやまビューポイントの指定箇所 建設課 地点 2 7 5 7 A

2021年立山町から７箇所指定された。
2022年度時点での指定箇所は県全体で60箇
所（2020年度に30箇所追加指定）。今後の
追加指定は現時点で不明である。

5-4 景観の保全 うるおい環境とやま賞の受賞箇所 建設課 箇所 9 0 11 12 D
2021年度における受賞箇所は県全体で5箇所
となっており、町内からの受賞はなし。今
後候補予定あり。

※【評価】（基準・達成率など）Ａ：非常に効果的であった（100％以上）、Ｂ：相当程度効果があった（70％以上）、Ｃ：多少の効果があった（70％未満（変化あり））、Ｄ：あまり効果がなかった（手直し・改善などが必要）
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5-5 公園・緑地の
整備

立山町総合公園利用者数 建設課 人 45,593 27,555 46,500 47,000 D
新型コロナウイルス感染症により、約１か
月間休業したことが要因と考えられる。

5-6 住宅・空き家
対策

空き家情報ﾊﾞﾝｸ成約件数 企画政策課 件 8 10 12 16 C
固定資産税納税通知書へのチラシ同封、相
談会の実施などにより、効果的な啓発を行
うことができた。

5-6 住宅・空き家
対策

空き家除却補助制度活用件数 建設課 件 7 17 9 10 A
広報紙・町HP・チラシの配布などにより補
助制度を周知した結果、目標を上回る実績
となった。

※【評価】（基準・達成率など）Ａ：非常に効果的であった（100％以上）、Ｂ：相当程度効果があった（70％以上）、Ｃ：多少の効果があった（70％未満（変化あり））、Ｄ：あまり効果がなかった（手直し・改善などが必要）
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6-1 地域
コミュニティ強化

区長永年表彰受賞者数 総務課 人 23 12 30 35 C
区長職を複数年務める方が少なくなってき
ていると考えている。

6-1 地域
コミュニティ強化

地域づくり支援事業認定数 企画政策課 件 2 0 4 8 D

広報等で募集告知を行ったが、応募がな
かった。新型コロナウイルス感染症により
地域づくり活動に影響があったものと考え
られる。

6-2 町民総活躍の
推進

女性の生産年齢人口における
就業率

企画政策課 ％
72.9

（2015年）
76.7

（2020年）
74.0

（2020年）
75.0 A ほぼ目標通りに推移している。

6-2 町民総活躍の
推進

65歳以上の就業率 企画政策課 ％ 26.6
29.3

（2020年）
29 31.0 B ほぼ目標通りに推移している。

6-3 移住定住促進・
関係人口の拡大

立山町総人口(10月1日時点) 企画政策課 人 25,852 25,253 24,700 23,600 B
定住促進事業補助金の見直しや適切な広報
により、ほぼ目標通りに推移している。

6-3 移住定住促進・
関係人口の拡大

社会増減 企画政策課 人 -84 -74 -40 0 C

新型コロナウイルス感染症により、転入者
が減少したものと考えられる。今後、移住
フェア等に積極的に参加することで立山町
をアピールするとともに、定住促進事業補
助金の見直し等により、社会増の推進を目
指す必要がある。

6-3 移住定住促進・
関係人口の拡大

県外からの移住者数
(相談があった者)（延べ）

企画政策課 人 18 15 25 30 C

移住フェア等の参加者・相談者は一定程度
あったが、情報発信不足や新型コロナウイ
ルス感染症の影響により、初期値を下回る
移住者数となった。

6-4 デジタル革命へ
の対応

マイナンバーカードの普及率 住民課 ％ 13.0 45.5 100.0 100.0 C

出張申請受付や休日等臨時窓口の開設、町
民サロンでの無料写真撮影サービスなどを
実施した。広報誌やSNSに掲載し、周知に
努めた。

6-5 公共資産
マネジメント

公共施設延べ床面積の
実質保有量の削減率

美しい
まちづくり
推進室

％ 1.44 4.55 5.00 10.00 B
旧小学校の利活用公募による民間企業への
貸付及び千垣防災拠点施設倉庫の解体によ
り進めることができた。

※【評価】（基準・達成率など）Ａ：非常に効果的であった（100％以上）、Ｂ：相当程度効果があった（70％以上）、Ｃ：多少の効果があった（70％未満（変化あり））、Ｄ：あまり効果がなかった（手直し・改善などが必要）
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実績値
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6-6 行財政運営 財政力指数 総務課 － 0.48 0.47 0.49 0.50 D

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響に
より、町民税を中心に税収が伸び悩んだこ
とから、基準財政収入額が減少し、その結
果財政力指数が0.01ポイント悪化した。

6-6 行財政運営 経常収支比率 総務課 ％ 87.0 80.6 86.0 85.0 A
2021年度は、地方交付税が増額となったこ
とにより、経常一般財源が増加し、経常収
支比率が改善する結果となった。

6-6 行財政運営 実質公債費比率 総務課 ％ 12.4 11.2 11.7 11.0 A

2016年度から継続して取り組んでいる繰上
償還の効果により、公債費負担が軽減され
ている。また、地方交付税の増額により、
標準財政規模が増額したことから、比率を
押し下げる要因となった。

6-6 行財政運営 将来負担比率 総務課 ％ 120.5 73.1 115.0 110.0 A

2016年度から継続して取り組んでいる繰上
償還の効果により、一般会計における地方
債残高が100億円を下回るなど、比率の改善
に寄与している。また、地方交付税の増額
により、基金積立額や標準財政規模が増額
したことから、比率を押し下げる要因と
なった。

6-6 行財政運営
富山広域連携中枢都市圏

取組事業(延べ)
企画政策課 事業 15 16 17 19 B

広域連携中枢都市圏内での事業が概ね目標
どおりに推移している。

※【評価】（基準・達成率など）Ａ：非常に効果的であった（100％以上）、Ｂ：相当程度効果があった（70％以上）、Ｃ：多少の効果があった（70％未満（変化あり））、Ｄ：あまり効果がなかった（手直し・改善などが必要）
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